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◇要旨 

チェコは 2004 年の EU 加盟以降、海外からの直接投資を積極的に受け入れ、自動車産業を中心に

輸出主導の発展を遂げた。チェコに外国投資が流入した背景には、伝統的に発展した製造業の存在や

ドイツに近い立地条件が挙げられるが、これに加え、財政の健全化や物価・為替の安定にある。 
チェコは東欧諸国随一の自動車産業の製造・輸出拠点としての地位を築いたが、近年の労働市場の

需給のタイトさや近隣の東欧諸国の成長も相まって、投資動向に変化が生じ始めている。 
こうした状況を踏まえ、政府は、製造業への過度な依存から脱却し、技術・開発や人材支援サービ

スなどのより多様で高度な産業への構造転換を目指している。 
2017 年、欧州主要国では総選挙が行われ、政治の不確実性が成長に影響を与える懸念は拭えない。

しかし、マクロ経済の堅調さやドイツ経済の好調さに支えられ、チェコ経済は今後も比較的安定した

成長を維持する見込みである。 
 

◇経済成長 

16 年の実質 GDP 成長率は前年比 2.4％増であった。15 年の 4.5%からは減速したが、欧州債務危機

の影響から低成長となった 14 年からの反動により 15 年は高成長となった。欧州委員会が公表してい

る潜在成長率は 16 年に 2.2％、17 年に 2.3％、18 年に 2.4％となっており、目下のところチェコ経済

は巡航速度で成長を遂げている。 
実質 GDP 成長率の見通しは、欧州委員会は 17 年に 2.6％、18 年に 2.7％と予測している。また、

IMF は 17 年に 2.7％、18 年に 2.4％としている。 
実質 GDP の内訳は個人消費が約半分を占める。また、輸出も成長に寄与している。投資は民間投資

に加え、EU から受け取る基金を活用した公共投資によるところが大きい。16 年は個人消費と輸出が

総じて堅調に推移し成長に寄与した。しかし、EU 基金の受け取り減少に伴い公共投資が減少したほ

か、民間投資の伸びも前年に比べると小幅に減少した。 
17 年はかつてないほどの失業率の低さを背景に個人消費が堅調に推移し、内需を中心に景気は底堅

く拡大する見込みである。また、EU 基金の受け取り増加に伴う公共投資の回復が期待され、投資が

プラスに転じる見込みである。【図 1】 
 

チェコは 1989 年に民主革命（ビロード革命）で民主化を果たし、93 年にスロバキアと平和的に分

離、独立した。95 年に市場経済移行国として OECD に加盟し、製造業を柱に成長を遂げた。2004 年

の EU 加盟以降は自動車分野への外国直接投資をテコに輸出主導の成長を遂げた。 
09 年のリーマンショックや 12 年、13 年の欧州債務危機の影響を受けて成長は一時減速したが、早

期に持ち直し、その後成長を維持している。1 人当たり GDP（PPP ベース、16 年）は 33,233 ドルに

達し、ポーランドやハンガリーを上回る。【表 1】【図 2】 
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チェコでは伝統的に機械産業が発達しており、欧州有数の工業国として発展してきた。ドイツと陸

続きであることから、2000 年代には多くのドイツ自動車メーカーや自動車関連会社が製造拠点をチェ

コに移管した。これに伴い、チェコからドイツや欧州向けに輸出が拡大した。チェコはドイツの製造・

輸出拠点としての地位を確立し、ドイツの裏庭と称されるようになった。また、日本、韓国などの自

動車メーカーの進出も進み、東欧諸国随一の自動車生産・輸出拠点となった。 
 

 
 

◇貿易 

海外からの直接投資の増加に伴い貿易額は年々拡大した。16 年の輸出額は約 3 兆 9,754 億コルナ、

輸入額は約 3 兆 4,883 億コルナであり、2000 年比でそれぞれ 3.5 倍、2.8 倍に拡大した。 
貿易相手先は輸出先の約 8 割、輸入先の約 7 割を EU が占める。最大の取引先は輸出入ともにドイ

ツであり、取引額は輸出額の約 3 分の 1、輸入額の約 4 分の 1 を占める。輸出が経済成長の原動力で

ある反面、ドイツへの貿易依存度が高く、ドイツ経済の影響を強く受ける。【図 3】【表 2】 
 

 
 

 
 
貿易品目は完成車や自動車関連部品が多く、輸出額の約 5 割、輸入額の約 4 割を占める。自動車部

品や電子機器部品など多様な部品を輸入し、国内で組み立て製造し、完成車または付加価値を付けた

部品にして輸出している。チェコの貿易構造は、他国、特にドイツとの間で、主に産業間の垂直的な

貿易をしている 1。【表 3】 
 

 

 

 

 

 

面積 48,865k㎡（北海道と同等）

首都 プラハ

人口 1,057万人（2016）
民族 チェコ人（90.5％）、モラビア系（3.7％）、スロバキア系（1.9％）その他

独立 1993年1月1日（チェコスロバキアからチェコとスロバキアに分離、独立）

名目GDP 4兆2,749億コルナ

一人当たりGDP 17,567ドル
一人当たりGDP(PPPベース） 32,076ドル

（出所：IMF, WEOより住友商事グローバルリサーチ作成）※2015年の数値
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図3 貿易金額の推移
（10億コルナ）

順位 輸出先 金額（百万コルナ） シェア 順位 輸入先 金額（百万コルナ） シェア

1 ドイツ 1,286,870 32% 1 ドイツ 921,897 26%
2 スロバキア 333,175 8% 2 中国 431,701 12%
3 ポーランド 229,409 6% 3 ポーランド 289,039 8%
4 英国 206,801 5% 4 スロバキア 176,397 5%
5 フランス 206,312 5% 5 イタリア 148,658 4%
6 イタリア 169,477 4% 6 フランス 110,795 3%
7 オーストリア 168,306 4% 7 オーストリア 100,809 3%
8 ハンガリー 114,095 3% 8 オランダ 99,155 3%
9 オランダ 113,782 3% 9 英国 92,956 3%
10 スペイン 111,719 3% 10 韓国 85,795 2%
21 日本 22,752 1% 15 日本 60,742 2%
- EU 3,312,421 83% - EU 2,335,067 67%

合計 3,975,382 100% 合計 3,488,313 100%
（出所：チェコ統計局より住友商事グローバルリサーチ作成）

表2　貿易相手国（2016）
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◇投資 
チェコでは 1998 年に製造業を対象とする法人税免除や雇用及び教育訓練に対する補助金給付等を

規定した投資インセンティブ法（2000 年施行）が承認された。これを契機に、欧米、日本などの企業

が大型投資を行い投資ブームとなった。安定した為替や健全な財政政策を背景に直接投資はその後も

安定的に流入した。15 年末の直接投資残高は 2 兆 8,952 億コルナに達し、2000 年比で 3.5 倍に拡大

した 2。【図 4】 
産業別では、自動車製造や自動車関連（部品や流通サービス）のシェアが約 2 割を占める。【図 5】

また、投資先の 9 割以上はオランダ、オーストリア、ドイツなどの EU だが、韓国、日本、米国、中

国も投資している。【図 6】 

政府は 12 年に投資インセンティブの対象を従来の製造業のみならず、R&D・技術センターやビジ

ネス支援センター、大規模な戦略的投資に拡大した。ハイテク産業の投資を誘致している背景には、

製造業への過度な依存から脱却し、産業の多様化や高度化を目指している狙いがある。15 年には、デ

ータセンターやコールセンターを優遇対象に追加するなど措置を拡大している。これに伴い、電気通

信、事業支援サービスや科学技術といった分野で投資が拡大している。 

 

  

品目
数量
(千kg)

金額
（百万コルナ）

単価 品目
数量
(千kg)

金額
（百万コルナ）

単価
価格差
（倍）

乗用車（ディーゼルエンジン/1500 cc - 2500 cc超） 707,090 204,456 0.01 携帯ネットワーク/ワイヤレスネットワーク向け電話 3,148 68,380 0.89 1.06
乗用車（レシプロプロピストンエンジン/1000 cc - 1500 cc） 466,216 112,124 0.01 薬剤 37,158 65,439 0.07 -
乗車用部品・アクセサリー 653,667 96,695 0.01 ポータブル自動データ処理装置 7,886 59,756 0.31 1.32
乗用車（レシプロプロピストンエンジン/1500 cc - 3000 cc） 303,539 75,162 0.01 乗車用部品・アクセサリー 462,304 51,751 0.00 -
データ処理装置 31,260 67,293 0.09 プロセッサー・コントローラー 5,150 48,009 0.38 -
携帯ネットワーク/ワイヤレスネットワーク向け電話 2,859 62,085 0.89 自動データ処理機器部品 41,746 44,746 0.04 1.00
三輪車、スクーター等 125,090 61,840 0.02 石油、瀝青炭・原油から抽出したオイル 5,325,232 41,435 0.00 2.14
ポータブル自動データ処理装置 8,479 55,790 0.27 シート 323,296 38,545 0.00 0.87
シート 229,279 46,444 0.01 記憶装置 7,308 38,118 0.21 1.70
自動車部品 258,696 45,119 0.01 ディーゼルエンジン 71,932 37,388 0.02 0.001
マフラー・パイプ 94,972 44,770 0.02 乗用車（ディーゼルエンジン/1500 cc - 2500 cc超） 130,982 35,944 0.01 1.18
乗用車（レシプロプロピストンエンジン/1000 cc以下） 200,836 43,893 0.01 プラスチック 200,589 35,761 0.01 -
ブレーキ 239,379 43,824 0.01 石油、重油 2,373,189 28,909 0.00 1.43
ライト 59,782 42,501 0.03 データ送信機器 7,341 28,750 0.16 -
ピストンエンジン用パンプ 46,365 35,898 0.03 ブレーキ 216,447 27,659 0.01 -
記憶装置 6,378 35,214 0.23 マフラー・パイプ 67,687 27,092 0.02 1.06
薬剤 16,314 34,064 0.09 自動車部品 174,974 26,437 0.01 1.19
データ送信機器 6,555 32,821 0.20 ギア・ボックス 87,652 25,436 0.01 1.27
モーターカー用タイヤ 210,668 31,272 0.01 点火装置 59,288 25,034 0.02 -
自動データ処理機器部品 13,544 28,813 0.09 三輪車、スクーター等 108,207 24,995 0.01 1.99
　　　　完成車

（出所：チェコ統計局より住友商事グローバルリサーチ作成）

輸出

表3　輸出入の上位20品目（2016）
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図6 国別FDIストック（2015）
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◇財政 
財政赤字の対 GDP 比はリーマンショックによる景気後退の影響から、11 年に一時 5.5％にまで拡大

した。政府は VAT 軽減税率の引き上げなどの徴税の強化により、その後は赤字幅が縮小し、13 年以

降は低位に推移している。16 年は 0.6％となっており、今後も同様の水準で推移する見込みである。

また、政府債務残高も 13 年以降、減少傾向にある。今後、更に徴税が強化され、財政は堅調に推移す

る見込みである。【図 7】 

 
◇経常収支 
経常収支は長年、慢性的な赤字が続いていたが、ここ数年は黒字となっている。サービス収支は、

主に観光収入による影響から恒常的な黒字となっている。一方、貿易収支は外資企業の生産活動や輸

出が活発化するのに伴い、05 年以降は黒字となっている。また、企業の進出が進むにつれて海外送金

額が増加したため、第 1 次所得収支は 05 年以降、赤字が続いている。サービス収支の赤字と第 1 次所

得収支の赤字を貿易黒字が相殺する構造となっている。14 年以降は貿易収支の黒字幅が拡大しており、

経常収支は黒字に転換した。【図 8】 
 

 
◇物価・賃金・為替 
チェコは人口が約 1,000 万人と少ないうえ、現在の労働市場は完全雇用に近い状態となっており、

近年、労働者不足と賃金上昇が顕在化している。 
金融危機の影響から失業率は 10 年に 7.8%となったが、それ以降低下傾向にある。17 年 1 月の失業

率は 3.5％まで低下し、EU の中で最も低い水準となっている。また、実質賃金も 14 年以降、3～4％
の幅で上昇している。 
労働者不足と賃金の上昇により、企業の投資規模は大規模なものから小規模なものへと変わる傾向

がある。また、より賃金の安いルーマニアなどに投資先が移行している。 
インフレ率は 14 年、15 年と低位に推移していたが、賃金上昇に伴う生産コストの上昇や輸入物価

の上昇により、16 年後半から上昇している。インフレ率は 16 年末に中銀の目標値（前年同月比＋2.0
±1.0％）の 2％に達し、17 年年初も加速している。【表 4】【図 9】 
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為替について、中銀は 13 年 11 月以降、コルナ高の抑制とデフレの回避のための為替介入を実施し、

為替レートの上限を 1 ユーロ当たり 27 コルナに設定した。現時点では、介入は 17 年 6 月末まで継続

される予定である。しかし、インフレ率が既に目標値に達したことから、変動相場制に切り替える時

期が議論されている模様である。変動相場制への移行後、コルナは数％切り上げられることが見込ま

れる。政策金利は 12 年 11 月に 0.05％に決定されて以来据え置かれている。 
チェコはユーロを導入していない。コルナはこれまでユーロに対して安定的に推移してきたため、

輸入インフレや共通の金融政策運営のリスクを伴うユーロ導入については国民の多くは懐疑的である。

政府はユーロ導入に慎重な姿勢を示しており、早期のユーロ導入はないと見込まれる。     
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考） 
JCIF「概要レポートチェコ（2016 年度下期）」（2017 年 2 月 15 日） 
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング「チェコ経済の現状と今後の展望~早期のユーロ導入はあるのか？」（2013 年 11 月 25 日）

European Commission,“European Economics Forecast, Winter 2017”（1.2.2017）他 
                                                   
1 品目ごとに金額を数量（重量）で割り単価を算出。輸出入の上位 20 品目（HS コード 6 ケタ）のうち、輸出入品目コードが同一であ

る品目は 13 品目。これらの品目の輸出入単価の価格差は、0.001-2.14 倍であった。先行研究（石戸他（2003））等では、価格差 1.25
倍以内のものを水平的産業内貿易としている。13 品目のうち、価格差が 1.25 倍以内の品目は 7 品目、1.25 倍以上の品目は 6 品目。部

品貿易においては、水平的かつ垂直的な貿易構造となっている。 
2 チェコ中銀の統計データによる。 

チェコ（プラハ） ハンガリー（ブダペスト） ポーランド（ワルシャワ） ルーマニア（ブカレスト）

ワーカー（一般工職）（月額/ドル） 949 589～1,045 588～1,018 547～768
法定最低賃金（月額/ドル） 415 402 526 318

（出所：ジェトロ投資コスト比較より住友商事グローバルリサーチ作成）

表4　東欧4カ国の賃金の比較
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（出所：Bloombergより住友商事グローバルリサーチ作成）
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図9 CPI/失業率／実質賃金の推移


